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研究ノート
名古屋外国語大学論集　第6号　2020年2月

1．はじめに

　サービス・ラーニングとは、学習者が明確な学習目標を持って地域社会の

サービス活動に従事し、知識を体験に活かすとともに、その体験を通じてさ

らに生きた知識を学ぶ体験学習の一手法であり、アクティブ・ラーニングの

推進1や大学の地（知）の拠点化2の流れを受け、日本でもますます注目され

るようになってきている。

　本研究ノートは、名古屋外国語大学の国際日本語教育インスティテュート

においても留学生向けのプログラムの中に、日本語力と共生意識を高めるこ

とを目的としたサービス・ラーニングのコースを開設することを提案するも

のである。その根拠として、まず大学教育においてサービス・ラーニングが

注目されるようになってきた経緯と日本語教育におけるサービス・ラーニン

グの実践について先行研究をもとに論じる。次に、名古屋外国語大学におけ

る留学生教育の現状について報告し、このコースが社会、大学、そして留学

生自身のニーズにこたえるものであることを示す。続く第4章では、「日本人

学生との協働学習」、「高齢者施設でのサービス活動」というこのコースのデ

ザインの柱となる要素について論じたうえで、具体的な授業の内容や評価の

方法について述べる。最後に、実際の実施に向けて残された課題に言及する。
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2．先行研究

2.1　サービス・ラーニングとは

　サービス・ラーニングとは「教育活動の一環として、一定の期間、地域の

ニーズ等を踏まえた社会奉仕活動を体験することによって、それまで知識と

して学んできたことを実際のサービス体験に活かし、また実際のサービス体

験から自分の学問的取組や進路について新たな視野を得る教育プログラム」

である3。Dewey（1915）によって提唱された「実社会と結びつけた体験学習」

を基盤とし、アメリカの学校教育を一般的な知識提供型授業から体験学習へ

と移行させたサービス・ラーニングは、連邦政府による1935年の失業青年対

策や1970年代に広がった市民運動の隆盛を背景に社会に広まり、1980年代に

は改めて市民教育の必要性を認識した学校現場から、当時問題になっていた

若者の自己中心主義に対する処方箋として注目されるに至った。1983年には

Boyerが初等・中等教育を含む公立学校でのサービス・ラーニング必修化を提

唱し、1985年には大学の学長有志が集まり、大学教育に学生の社会貢献活動

を広げる「キャンパスコンパクト」を立ち上げた。学校現場のこうした動き

に合流した政府が、1990年に社会貢献活動への市民の参加を促す「国家及び

コミュニティ・サービス法」を制定して以降、サービス・ラーニングは爆発

的な広がりを見せているという4。こうしてアメリカで生まれ、発展したサー

ビス・ラーニングが日本でも取り入れられるようになり、2000年代以降、導

入する高等教育機関が増加している。

2.2　日本の大学におけるサービス・ラーニングの広がり

　Karaki（2016）によれば、「サービス・ラーニング」という用語が文部科

学省中央教育審議会の答申に初めて用いられたのは、2002年である5。当時、

青少年のいじめや暴力行為、ひきこもり等が社会問題化しており、その背景

には思いやりの心や社会性の欠如、他者の権利を省みない自己中心性の蔓延

等が深くかかわっていると考えられていた。こうした問題を解決する糸口と

して「奉仕活動・体験活動」が注目されるようになり、この答申では、大学

等の高等教育機関において地元の自治体やNPOと連携協力した新たなコー
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スの開設を奨励しており、その流れの中で「サービス・ラーニング」という

用語が登場した6。その後、2003年から2012年にわたって実施された文部科

学省のGPプロジェクトから資金的援助を受けることにより、大学における

サービス・ラーニングは広がりを見せていった。さらに、2012年の答申7が

アクティブ・ラーニングの大学教育への積極的な導入を提案した際にも、導

入方法の1例としてサービス・ラーニングが取り上げられていることに加え、

2013年から始まった文部科学省の「地（知）の拠点整備事業」8と、それを

発展させる形で2015年に始まった「地（知）の拠点大学による地方創生推進

事業」9によって、大学が地域との連携を深める方向性が強まっており、日本

の教育においてサービス・ラーニングへの期待はますます高まることが予想

される。

2.3　日本語教育とサービス・ラーニング

　黒川（2012）および土居・井手（2014）の指摘によれば、サービス・ラーニ

ングがもたらす外国語学習への効果が大いに期待できるにもかかわらず10、�

主に自国民の公民教育を目的に発展してきたという経緯から、様々な分野で

サービス・ラーニングが行われているアメリカにおいても、外国語教育での

実践は比較的少ないという。黒川（2012）は、日本語教育分野でのサービ

ス・ラーニングの実践について、日本語教育を学ぶ日本人学生が地域の国際

交流協会や海外で日本語を母語としない人たちの支援に当たるという実践は

あるものの、留学生がサービスを通して日本語を学ぶという実践例は皆無だ

と述べ、上級の日本語学習者が高齢者施設で「話し相手ボランティア」を行

うサービス・ラーニングの実践を試みている。その後、井上・唐木（2015）

や土居・井手（2015）、井手・土井（2016）、土井・井手（2017）、Gehrtz三隅

（2016）など、留学生がサービス活動を通じて日本語や日本社会・日本文化を

学ぶ実践が見られるようになってきている。中でも井上は日本語学校での複

数年にわたるサービス・ラーニングの実践によってその有効性を検証し、筑

波大学から博士号を授与されている11。このように、日本語教育においても

サービス・ラーニングの実践が少しずつ行われるようになってきてはいるが、
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まだ一般的とは言い難く、今後大いに探求されるべき分野であると考えられ

る。

3．名古屋外国語大学の留学生教育の現状

3.1　留学生対象のプログラム

　名古屋外国語大学では、現在、アメリカ、イギリス、オーストラリアなど

の英語圏を中心にフランス、ドイツ、イタリア、ロシア、中国、韓国など非

英語圏の国・地域を含む132の交流協定大学から、毎年180名以上の交換留学

生を受け入れており12、来日時点で日本語能力試験のN213相当に届かない留

学生に対し、国際日本語教育インスティテュートがグルーバルジャパンプロ

グラムを提供している。グローバルジャパンプログラムは、「グローバルジャ

パンスタディーコース」と「日本語コース」および単位の認定を伴わない多

様な課外活動のプログラムから構成されている。

　「グローバルジャパンスタディーコース」は、留学生と日本人学生が一緒

に学ぶプログラムで、授業は基本的に英語で行われる。2019年度春学期に

は、Introduction to Global Business in Japan, The Japanese Tourism Industry, The 

Japanese Education System, Global perspectives on Japanese pop culture, Japanese 

Literatureなどの科目が開講されており、中には愛知という土地柄を活かし、

トヨタ系の日本企業でインターンシップを行うために留学生と日本人学生が

協働して学ぶといった科目もある。一方、「日本語コース」は初級から中上

級までの学習者を対象に、15人程度の少人数クラスで日本語指導を行ってい

る。「日本語コース」には、文法を中心とし、週当たりの授業コマ数（1コ�

マは90分）が2コマ、4コマ、8コマの3つのタイプがある「コア・コース」14

と、読解、作文等の技能やインタビュー、プロジェクト等の活動に特化した

「選択コース」（週1回90分）があり、「コア・コース」は初級から中上級まで

4つのレベルが用意されている。留学生は、自分の興味、関心に合わせ、ま

た所属大学からの指示に従って「グローバルジャパンスタディーコース」と

「日本語コース」の科目を自由に組み合わせて時間割を組むことができる。こ

の他に、単位の認定を伴わない課外活動のプログラムとして、美術館や博物
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館、忍者屋敷等の見学や相撲観戦、和太鼓、生け花などの体験プログラム、1

学期に1回行われる京都や四国への研修旅行が実施され、留学生は自由に申

し込み、参加することができる。

3.2　留学生の状況

　名古屋外国語大学の留学生はほぼ全員が半年から1年の交換留学生であり、

学年も専攻も多岐にわたる。留学生受け入れ開始当初から日本語教育に携

わっている教員によれば、以前は日本語学習を目的として留学してくる日本

語主専攻の学生が多かったが、近年はそれほど明確な学習意欲があるわけで

はなく、むしろ異文化体験を目的に留学する学生が増えている印象であると

いう15。大学は留学生の受け入れ数を増やす方針であり16、専門的な日本語の

学習にはあまり関心がない留学生にとっても魅力的なコースを増やしていく

ことが求められている。

4．新たなサービス・ラーニングのコース開設に向けて

4.1　サービス・ラーニングと協働学習

　これまで見てきたように、日本の大学教育においてサービス・ラーニング

への期待が高まっていることに加え、名古屋外国語大学における留学生受け

入れ拡大の方針や最近の留学生のニーズの変化を受けて、「グローバルジャ

パンスタディーコース」に、高齢者施設でのサービス活動を通じて学ぶサー

ビス・ラーニング科目の設置を提案する。これは黒川（2012）の実践を引き

継ぐものであるが、日本人学生との協働学習を組み入れることによって、多

文化共生社会の構築に貢献する日本語教育の可能性をさらに追究するもので

ある。そのため、留学生だけを対象とした「日本語コース」ではなく留学生

と日本人学生が共に学ぶ「グローバルジャパンスタディーコース」の枠組で

の実施が適当であると考える。

　グローバル化が進み、多様な文化的背景を持つ人々との接触が日常的にな

る一方で、翻訳ソフトの性能が急速に向上している現在、外国語教育の目的

も変わっていかざるを得ない。北出（2010）は多文化共生社会の構築には母
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語話者と非母語話者の間でコミュニケーションが成立するための相互の歩み

寄りによる協働行動が必要であり、そうした異文化間コミュニケーション能

力の習得に向けて「外国語教育の目標は母語話者のようになるというより、

言語や文化の違いを超えて相互理解ができるようになることに重点がおかれ

るようになってきた」（p.66）と述べている。さらに一歩進んで考えるなら

ば、「相互理解」や「協働行動」そのものが目的なのではなく、言語や文化

の違いを超えて地域や社会の抱える課題に共に向き合い、解決に向けて協働

していくことができる人材を育成することこそが外国語教育の目的であると

言える。そして、そのための具体的な教育方法として「サービス・ラーニン

グ」と「留学生と日本人学生の協働学習」が有効であると考える。

　黒川（2012）は「サービス・ラーニングにおいて留学生をサービスの与え

手とすることは、サービス・ラーニングがそもそも持っている効果に加え17、

留学生に地域の一員としての自覚と自信を与え、地域の側にも、留学生をよ

りよい社会を共に築いていく仲間としてとらえる視点を提供するという新た

な意義を生み出す」（p.98）と述べ、サービス・ラーニングを体験する留学生

は、サービスの与え手となることによって「支援する側」に立つと同時に、

その体験を通じて日本語を学ぶことによって「支援される側」にも立つこと

になり、共生を支える「助け助けられる」自然な関係を社会と結ぶことがで

きるとしている。そのようなサービス・ラーニングのコースに留学生と日本

人学生の協働学習を取り入れることは、この「助け助けられる」自然な関係

を、サービス活動の受け入れ先とだけでなく、同年代の若者とも結ぶことを

可能にする。外国語教育の目的を先に述べた通り「言語や文化の違いを超え

て地域や社会の抱える課題に共に向き合い、解決に向けて協働していくこと

ができる人材を育成すること」とするのであれば、「地域や社会の抱える課

題」に、各国の留学生と日本人学生が共に向き合う機会を提供することは、

多文化共生社会の構築を目指す外国語教育の目的に合致した教育方法である

と言えるだろう。

　北出（2010）は、日本人学生との協働学習を体験した留学生が内省レポー

トで、これまでは日本社会に「入る（involve）」だけであったが、この授業で
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初めて「共通の目的をもったコミュニティ」に実際に「携わる（engage）」経

験ができ、日本に来て初めて心から信頼できる友達ができたと述べているこ

とを紹介している。北出（2010）が指摘する通り、留学はしたものの、留学

生にとって日本人学生と日常生活レベルを超えた踏み込んだテーマで話す機

会は極めて少ないというのが現状である。黒川（2012）は、日本人学生との

協働学習ではなかったにも関わらず、サービス・ラーニングを体験したこと

によって寮の日本人学生との会話が増え、日本語の話す力が伸びたと述べた

留学生がいたことを報告している。サービス・ラーニングにはそのような力

があり、それを日本人学生とグループを組んで協働しながら行うことによっ

て、さらに意義のある学びが生まれることが期待できる。

　本来、全て英語で行われるべき「グローバルジャパンスタディーコース」

の科目を日英両語で行うことについては、地域社会への貢献を目指すサービ

ス・ラーニングの特性上やむを得ないことであり、履修条件を初級日本語修

了としたうえで、むしろ積極的に日本語や日本文化を学ぶ機会としたほうが

日本留学の意義を高めることになると考える。黒川（2012）の場合と異なり、

日本語力が上級レベルに届かない留学生を対象とする当該コースの場合、日

本人学生の存在が留学生をサポートする役割を果たすことは事実であるが、

北出（2010）が指摘するように、共生日本語育成の重要性が叫ばれるように

なった現在18、日本人学生が「日本語」で異文化コミュニケーションを経験す

る意義は決して小さくない。異文化や多文化イコール英語という思い込みを

排し、留学生をサポートしつつ自らもピアや留学生、サービスの活動先から

様々な発見や学びを得ることができる当該コースは、日本人学生にとっても

異文化間コミュニケーション能力を高める有意義な授業となるはずである。

4.2　留学生と日本人学生の協働学習における「文化」

　このコースにおける留学生と日本人学生の協働学習を設計するうえで、林

（2016）の考え方を参考にした。林（2016）は、「共生」のための教育を目指

し、日本人学生と留学生の協働学習によるサービス・ラーニング科目「地域

社会参加」を実践している。国際理解教育の一環として行われるこの授業で
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は、「私たち一人ひとりが多様な文化（民族、出身地域、性別、年齢、立場

の違いなど）をもつ存在であると捉え、このような多様な文化をもつ一人ひ

とりが協働することを通して、他者に向き合うことの重要性と市民活動の意

義を理解すること」（p.65）を目標とし、「文化」をある国に固有な静的なも

のとは捉えず、動的で、人間の存在にとって絶対的な価値をもつものである

と同時に私たち一人ひとりがその生成過程に関与しているものであると考え

る。そして、単に異文化を「理解」しようと努めたり、安易に理解できると

思い込んだりせず、「理解できないけれども、一緒に協働していくなかで何

とか共存できる道を探っていく」（p.68）営みこそが「共生」へとつながると

考えている。翻って日本語教育の現場を考えると、筆者自身の授業も含め、

文化は一人ひとり異なるものであると知りつつも、あたかも学習者が出身国

の代表であるかのように文化を国に帰属させ、日本との違いや国ごとの違い

を話題にしてしまうことが多いのではないだろうか。学習者の限られた日本

語を使って意味のあるコミュニケーションをしなければならないという制約

もあり、実際こうした話題で授業が盛り上がることも多い。しかし、そうし

た安易な妥協が、本来「共生」のための教育となり得る日本語教育を、「共

生」から遠ざける方向へと貶めてしまう可能性があることを改めて認識し、

自らに厳しく問いながら「文化」を扱っていかなければならない。今回実施

しようとしているサービス・ラーニングのコースでは、サービス活動の内容

や協働学習の進め方において、この点を十分に意識して実施したいと考えて

いる。その際に鍵となるのは、人類に共通する課題に協働して取り組むとい

う方向性ではないだろうか。留学生と日本人学生、留学生とサービスの受け

入れ先が、互いを「理解」するための素材として向き合うのではなく、同じ

方向を見つめて協力し合う仲間として関係を築いていく。そのような関係性

の中での学びを提供することによって、日本語教育が「共生」のための教育

となる道が開かれるのだと思う。

4.3　サービス・ラーニングの活動先

　4.2で述べた考え方に基づき、このコースでは、留学生と日本人学生が共に
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向き合う「地域や社会の抱える課題」に「高齢社会」を取り上げ、サービス

活動として高齢者施設における「話し相手ボランティア」に取り組むことと

する。その理由は、第1に高齢化が全世界の課題であり、日本がその課題に

最初に向き合う国であること、第2に高齢化は学際的な課題であること、第3

に高齢者との交流が学生たちの人生観にポジティブな影響を与える可能性が

高いこと、第4に平和教育として共生に資する効果が期待できることの4つで

ある。以下、それぞれについて述べてみたい。

　高齢化は主に20世紀後半から顕著に現れた世界的潮流であるが、日本は世

界において最も速いスピードで高齢化が進んでいる「高齢化最先進国」であ

り、他国の先例がない中、高齢化がもたらす社会への影響とそこから生じる

様々な課題に対して、自ら解決策を見出し、モデルを築いていかなければな

らない立場に置かれている19。そのような「高齢化最先進国」の日本である

からこそ、これからの世界を担う若者たちに、日本の高齢化の現状を体験し

つつ学ぶ機会を提供することは、日本への留学意義を高めると同時に、日本

が留学生受け入れを通じて行える国際貢献にもなり得るだろう。

　次に、高齢化は学際的な課題である。日本ではまだあまりなじみのな

い用語であるが、高齢化を研究テーマとした学問は「ジェロントロジー

（Gerontology）」と呼ばれ、欧米では盛んに研究が行われているという。ジェ

ロントロジーは「加齢にともなう心身の変化を研究し、高齢社会に起こる個

人と社会のさまざまな課題を解決する」ことを目的とし、「医学、生物学、工

学、心理学、社会心理学、社会学、経済学、福祉学、行政学、法学など、あ

らゆる専門分野が含まれる」20。名古屋外国語大学では、前述の通り、日本

語主専攻の留学生が減って多様な専門分野の留学生が増える傾向にあり、そ

のような留学生が国で学んだ知識や専門を活かした視点を提供し合い、サー

ビス活動を通じてさらに学びを深めることは、サービス・ラーニングの本質

であるとも言え、サービス活動の実施先として高齢者施設を選ぶ妥当性は、

ジェロントロジーという学問の存在によっても認められると思う。

　第3の理由として、学生たちの人生観に対するポジティブな影響が挙げら

れる。黒川（2012）は、高齢者施設で「話し相手ボランティア」を経験した



140

学生たちが、実施後のインタビューで「自分が実は思っていた以上に幸せな

んだ」と感じたり、「自分の人生はまだ始まったばかり。焦らずゆっくり進ん

でいけばいい」と思えるようになったりしたと語ったことを報告し、ある学

生の最終レポートの次のような一節を紹介している。

　　�私は今まであまりひどいことに遭ったことがないにもかかわらず、自分

が幸せだと考えたことがあまりなかった。しかし、Yさんはさんざんな

目に遭ったにもかかわらず（戦争体験や現在半身不随であることなどを

指している、筆者注）、うれしそうに日々を過ごしており、自分が幸せな

人間だと考えている。いつも前向きな態度を持っており、明るくて、自

分のことをかわいそうに思わない。かえって、いつも私が励まされてい

る。（黒川2012、p.105）

このような高齢者の前向きな姿勢は、ジェロントロジーの1テーマである「サ

クセスフル・エイジング」の「社会情緒的選択理論」から説明できるとい�

う21。高齢者たちとの交流は、社会に出ることを意識し始め、希望と共に不

安も抱えている学生たちに、異なる視点と将来に対する前向きな励ましを与

えられるものと考える。

　最後に、平和教育としての効果も指摘しておきたい。黒川（2012）は、ア

ジア系の学習者たちが、親しくなった高齢者から直接凄惨な戦争体験を聞い

たことにより、本や映画、ドキュメンタリーで得た知識とは異なる一人ひと

りの人間にとっての「戦争」に目を向けることができるようになった様子を

報告している。

　以上4つの理由から、活動先パートナーとして地域の高齢者施設を予定し

ている。また、後半2つの理由が十分に活かされるためには、「接触場面の継

続性」が重要である（黒川2012、p.104）と考え、学習者のグループが同じ高

齢者に対して「話し相手ボランティア」を行うことができるように、高齢者

施設側に対象者の選定と調整を依頼してある。

4.4　コースの目標とシラバス

　コースの目標は、（1）世界共通の課題である高齢社会について認識を深め
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る、（2）出身地域や民族、言語、文化、年齢等の異なる仲間と協働し、社会

や他者（ここでは高齢者）のために自分たちにできることを見出し、実行す

る、（3）体験の中に学びを見出し、それを仲間と分かち合い、日本語で表現

できるようになる、の3点とする。

　増田・田﨑（2019）は、サービス・ラーニングを構成する基礎的条件とし

て「①事前準備：実践的学習のための技術の習得・研修・調査・パートナー

シップの開発」、「②活動：プログラムの参加者が、コミュニティ（地域社会）

のために意味のあるサービス活動（ボランティア活動）を実施」「③振り返

り：経験を深め、再構築の学習、学びの深化。ポートフォリオと呼ばれる記

録ファイル等の利用」、「④お祝い：参加者やコミュニティ（地域社会）に活

動の成果を示し、パートナーとの一体感や連携を深める」を挙げている。こ

の4つの構成要素に従い、「グローバルジャパンスタディーコース」で1学期

間に実施される15週の授業（週1回1コマ90分）を表1のようにデザインし

たい。

表1　
①事前準備 5回 ・�サービス・ラーニングと協働学習について学び、コー

スの目標を明確にする。
・�高齢者やボランティア等について自分の経験やイ
メージを振り返り、シェアする。

・�高齢化問題の用語や現状について学ぶ。
・�自分の国の高齢化問題について調べて発表する。
・�受け入れ先の高齢者施設の職員の話を聞く。
・�傾聴やマナーについて学び、施設訪問の準備をする。

②活動 4回 ・�高齢者施設での話し相手ボランティア（2回）
・�2回の活動後にグループで話し合い、自分たちがパー
トナーの高齢者にどんなことができるか考え、3回
目の活動で実践する。（準備1回、活動1回）

③振り返り 3回 ・�各活動後に振り返りを行い、次の活動や学期末の成
果発表会に活かす。

④お祝い 3回 ・お礼状を書く。
・学んだ成果の発表会を行う。
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4.5　評価方法

　このコースはサービス・ラーニングという現場での学びを組み込んだ経験

学習型教育の実践であるため、学習の評価は4.4で述べたコースの目標に従

い、総合的に実施することが適当であると考える。具体的には、学期末に行

う「『話し相手ボランティア』の体験から何を学んだか」の成果発表会およ

びその内容をまとめた最終レポートを中心に、その元となる振り返りシート

（毎回のサービス活動後に記入）、自国の高齢化問題についての調査発表やお

礼状といった課題を評価の対象とする。また、出席も含め授業への貢献度を

評価に加える。貢献度の評価には、授業内の積極的で建設的な発言だけでな

く、ピアへのコメントやフィードバックなども含める。

　授業は基本的に日本語で行い、留学生の日本語力および日本人学生の共生

日本語力の向上を目指すが、文法や語彙、発音といったいわゆる「日本語の

うまさ」を評価の観点とすることは考えていない。そうではなく、日本語や

自分の日本語力に関する気づきや、今まで言えなかったことが言えるように

なるといった学習者一人ひとりの成長を学習者自身に内省させ、それを成果

発表会や最終レポートに表現させることによって総合的に評価したいと考え

ている。そのため、成果発表会と最終レポート以外では、適切な日本語がわ

からない場合は英語での発言や記述も認め、ピアや日本人学生、教師が一緒

になって「それは日本語でどう表現したらよいか」を考えたい。そのような

やり取りを通じて留学生の日本語力と日本人学生（および教師）の共生日本

語力が鍛えられると考える。そして、授業内でのそうしたやり取りに積極的

に参加することによって、それらをまとめる成果発表会と最終レポートの時

点では、少なくとも自分が言いたいことについては、日本語で表現できるよ

うになっていることを期待したい。

5．まとめと今後の課題

　本研究ノートでは、近年、大学教育においてサービス・ラーニングが求め

られるようになってきた背景と日本語教育の分野でも少しずつ実践が増えて

きている現状について述べ、名古屋外国語大学国際日本語教育インスティ
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テュートにおいても、留学生と日本人学生が協働して地域の高齢者施設で

「話し相手ボランティア」に取り組み、その体験を通じて留学生は日本語力、

日本人学生は共生日本語力を向上させるとともに、高齢化問題を例として文

化的背景の異なる者同士が世界共通の課題に協力して取り組んでいくために

必要な意欲と力を育てるサービス・ラーニングのコースを開設すべきである

ことを論じた。今後は、受け入れ先との連携を深め、詳細についての具体的

な調整を進めるとともに、学生の気づきを促し内省を深めるのに効果的な振

り返りシートのあり方および信頼性と妥当性のある評価の方法22について検

討し、実施へとつなげていきたい。

注
1� 文部科学省中央教育審議会（2012）「新たな未来を築くための大学教育の質的展開に向け
て～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」
� http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1325047.htm（参照日2019.8.24）
2� 文部科学省（2013）「地（知）の拠点整備事業（COC）」
� http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/1346066.htm（参照日2019.8.24）
3� 文部科学省中央教育審議会（2012）「新たな未来を築くための大学教育の質的展開に向け
て～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」用語集、p.38

4� 中里他（2015）pp.165-166
5� 文部科学省中央教育審議会（2002）「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について
（答申）」
6� 2002年の答申においては、文末脚注2で解説されていたが、2012年答申では用語集の中
でより詳しく定義されている。本研究ノートではその定義を用いた。

7� 前掲注1
8� 前掲注2
9� 文部科学省（2015）「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」
� http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/1378659.htm（参照日2019.8.24）
10�Hale（1999）は、メキシコでサービス・ラーニングを実践したスペイン語学習者の分析
を通し、サービス・ラーニングが外国語教育に与える効果として（1）人間関係構築を通
じた学習意欲の向上、（2）口頭表現に対する自信、（3）言語と文化の結びつきの重要性
に対する理解、（4）その国や国民に対する態度の変化、を挙げている。

11�井上里鶴（2017）「日本語教育におけるサービス・ラーニング：日本語学校での実
践を通した有効性」以下のサイトで要旨を見ることができる。https://tsukuba.repo.nii.

ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_detail&item_

id=44666&item_no=1&page_id=13&block_id=83（参照日2019.8.24）
12�名古屋外国語大学ホームページ　https://www.nufs.ac.jp/faculties/japanese-center/（参照日
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2019.8.24）
13�国際交流基金と日本国際教育支援協会が主催する試験。N2は上から2番目のレベルで「日
常的な場面で使われる日本語の理解に加え、より幅広い場面で使われる日本語をある程
度理解することができる」とされている。https://www.jlpt.jp/index.html（参照日2019.9.20）

14�2コマのクラスはローマ字だけで学ぶサバイバル日本語のクラスで初級前半のみに、また
8コマのクラスはニーズの多い初級前半・後半のみに開設されている。

15�このような学習者の変化は名古屋外国語大学に限らず全国的な傾向と考えられる。（庵
2019）pp.58-60

16�2017年9月5日に行われた日本語教育プログラムの打ち合わせ会における当時の国際日本
語教育インスティテュート長の談話による。

17�Vogelgesang & Astin（2003）はサービス・ラーニングの効果として「価値観と信念」「ア
カデミック・スキル」「リーダーシップ」「将来の計画」への好影響を挙げている。

18�岡崎（2002）は「共生日本語」を多文化共生社会の構築という観点から「母語話者の頭
の中に内在化された日本語ではなく、母語話者と非母語話者の間で交わされるやりとり
を通して場所的に創造されていく日本語である。」と定義している。庵（2016）が提唱す
る「やさしい日本語」も多文化共生社会を支える概念であるとしている点で「共生日本
語」に通じるものがある。

19�東京大学高齢社会総合研究機構（2017）p.14
20�東京大学高齢社会研究機構（2017）pp.42-43
21�「社会情緒的選択理論」とはカーステンセンが提唱する生涯発達の理論で、先に無限と思
われる時間があり、これから人生を開拓していかねばならない若者にとっては、自分の
将来を最適化する「情報の獲得」が重要なゴールとなるのに対し、人生の残り時間を意
識し、多くの情報よりもむしろ情緒的充足感を求めるようになる高齢者は、ネガティブ
な感情を避け、ポジティブな感情を最大にしようと絶えず情緒的調整を行っていること
が実証的に検証されているという。（東京大学高齢社会研究機構2017、�pp.59-60）

22�サービス・ラーニングにおいて学生の学びをどのように評価するかは難しい課題である。
サービス・ラーニングによって獲得する能力の評価指標となるルーブリックを開発する
一連の研究（白井他2016、2017、2018）がある一方で、ルーブリックの問題点を指摘す
る研究もある（山口・河井2016）。本研究ノートでは、当該コースに適切な評価のあり方
について深く論じることができなかった。これは、実際の開講までに検討すべき今後の
課題としたい。
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